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は じ め に

商業統計調査は、経済産業省所管の統計法に基づく指定統計第 23 号として、商業

事業所の活動状況について実施する調査で、昭和 27 年に第 1 回調査を行って以来、

昭和 51 年までは 2 年ごとに、平成 9 年までは 3 年ごとに、以降 5 年ごとに調査を実

施し、その中間年(本調査の 2 年後)に簡易な調査を実施することとしているものです。

本書は、第 25 回目となる平成 26 年分調査結果について、業種別、従業者規模別な

どを、経済産業省が公表した調査結果に基づき、本市で取りまとめたものです。

作成に当たり、本書が行政上の基礎資料はもとより、関係各方面で幅広く御利用い

ただければ幸いと思います。

なお、本書の刊行に当たり、格別の御協力をいただきました各事業所に対し厚くお

礼申し上げますとともに、一層の御協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成 30 年 4 月

常 滑 市 企 画 課
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利 用 上 の 注 意

1 調査の概要

(1) 調査の目的

商業統計調査は、我が国の商業の実態を明らかにすることを目的としている。

(2) 調査の根拠

商業統計調査は、統計法(平成 19 年法律第 53 号)に基づく「基幹統計調査」で

あり、商業統計規則(昭和 27 年通商産業省令第 60 号)によって実施している。

(3) 調査の期日

平成 26 年商業統計調査は、平成 26 年 7 月 1 日現在で実施した。

なお、一部項目については平成 25 年 1 月 1 日から平成 25 年 12 月 31 日まで

の１年間の実績を調査した。

(4) 調査の範囲

日本標準産業分類（平成 25 年総務省告示第 405 号）に掲げる大分類Ｉ－卸売

業･小売業に属する事業所を対象とした。

調査は、民営の事業所を対象とした。例えば、商業以外の会社、官公庁、学校、

工場などの構内にある別経営の事業所(売店等)、店舗を有しないで商品を販売す

る訪問販売、通信･カタログ販売などの事業所も対象とした。

また、調査期日に休業もしくは清算中、季節営業であっても専従者がいる事業

所は対象とした。

(5) 調査の方法及び経路

報告者(事業所)が自ら調査員によって配布された調査票に記入(自計方式)し、

調査員が回収する又はオンライン提出方法による調査員調査方式もしくは商業

事業所の本社・本店等が傘下の商業事業所の調査票を事業所ごとに作成し、一括

して経済産業省へ郵送又はオンラインにより提出する本社等一括調査方式によ

り調査した。

2 利用上の注意

(1) 主な用語の説明

■ 事業所

原則として一定の場所(一区画)を占めて、「有体的商品を購入して販売する事

業所」であって、一般的に卸売業、小売業といわれる事業所。

■ 卸売業

主として次の業務を行う事業所。

・ 小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業所

・ 産業用使用者(建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学

校、官公庁等)に業務用として商品を大量又は多額に販売する事業所
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・ 主として業務用に使用される商品｛事務用機械及び家具、病院･美容

院･レストラン･ホテルなどの設備、産業用機械(農業用器具を除く）な

ど｝を販売する事業所

・ 製造業の会社が、別の場所で経営している自己製品の卸売事業所(主

として管理事務のみを行っている事業所を除く)

・ 商品を卸売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所

・ 主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代理又は仲立

を行う事業所(代理商、仲立業)

■ 小売業

主として次の業務を行う事業所。

・ 個人(個人経営の農林漁家への販売を含む)又は家庭用消費者のために

商品を販売する事業所

・ 産業用使用者に少量又は小額に商品を販売する事業所

・ 商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所

・ 製造小売事業所(自店で製造した商品をその場所で個人又は家庭用消

費者に販売する事業所)

・ ガソリンスタンド

・ 主として無店舗販売を行う事業所（販売する場所そのものは無店舗で

あっても、商品の販売活動を行うための拠点となる事務所などがある訪

問販売又は通信・カタログ・インターネット販売の事業所）で、主とし

て個人又は家庭用消費者に販売する事業所

・ 別経営の事業所(官公庁、会社、工場、団体、遊園地などの中にある

売店等で他の事業者によって経営されている事業所)

■ 年間商品販売額

平成 25 年 1 月 1 日から平成 25 年 12 月 31 日までの 1 年間の当該事業所に

おける有体商品の販売額をいう。したがって、土地・建物などの不動産及び株

券、商品券、プリペイドカード、宝くじ、切手などの有価証券の販売額は含め

ない。

■ 売場面積(小売業のみ)

平成 26 年 7 月 1 日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用して

いる売場の延床面積｛食堂・喫茶、屋外展示場、配送所、階段、連絡通路、エ

レベーター、エスカレーター、休憩室、洗面所、事務室、倉庫等、また、他に

貸している店舗（テナント）は除く｝をいう。

ただし、牛乳小売業（宅配専門）、自動車(新車・中古)小売業、建具小売業、

畳小売業、ガソリンスタンド、新聞小売業については売場面積の調査を行って

いない。
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(2) 卸売業と小売業の分類

卸売業と小売業の分類は、次の表１のとおりです。

表 1 卸売業･小売業分類一覧

(3) その他

ア 表及び図の数値の単位未満は四捨五入しているため、総数と内訳が一致しな

い場合がある。

イ 統計表で用いる符号は、次のとおり。

「Ｘ」＝ 事業所数２以下の場合及び事業所数３以上の場合でも前後の関連で

数値が判明する場合は、その集計数値を統計法により秘匿したもの

「－」＝ 該当数値なし

「△」＝ マイナス

「…」＝ 不詳

「0」または、「0.0」＝単位未満

ウ 平成 26 年調査では、同時実施の平成 26 年経済センサス-基礎調査で回答の

あった産業大分類「I－卸売業，小売業」に格付けられた事業所のうち、管理、

補助的経済活動のみを行う事業所ではなく、かつ、産業細分類の格付に必要な

事項の数値が得られた事業所を対象とした。したがって、平成 19 年以前の調

査と集計対象が異なることに留意する必要がある。

エ 平成 26 年調査は、日本標準産業分類の第 12 回改定及び調査設計の大幅変更

を行ったことに伴い、前回実施の平成 19 年調査の数値とは接続しない。

卸売業 小売業

50 各種商品卸売業

51 繊維･衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物、金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物･衣服･身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業
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結 果 の 概 要

1 商業の推移

平成 26 年商業統計調査集計の常滑市の結果は、事業所が 462 事業所、従業者数が

3,121 人、年間商品販売額が 781 億 6,063 万円となっています。

これを前回の調査(平成 19 年 6 月 1 日実施)と比べると、事業所数が 29.8％の減少

(196 事業所減)、従業者数が 18.4％の減少(706 人減)、年間商品販売額が 7.4％の増加

(53 億 9,883 万円増)となっています。

また、平成 6 年調査を 100 とした指数でみると、事業所数については平成 6 年以降、

継続して減少しています。一方、年間商品販売額については、平成 6 年以降での最高

値を示しています。

表 1 事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

100.0

92.5
85.4

79.3

55.7

96.5 95.5 102.4

83.5

101.7

83.3

104.0 111.7

40
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100

120

平成6年 平成9年 平成14年 平成19年 平成26年

事業所数 従業者数 年間商品販売額

区 分 平成 6 年 平成 9 年 平成 14 年 平成 19 年 平成 26 年

事業所数 830 768 709 658 462

対前回比(％) △ 6.1 △ 7.5 △ 7.7 △ 7.2 △29.8

従業者数 （人） 3,736 3,605 3,569 3,827 3,121

対前回比(％) 8.3 △3.5 △ 1.0 7.2 △18.4

年間商品販売額(万円) 6,994,376 7,110,970 5,827,742 7,276,180 7,816,063

対前回比(％) 0.7 1.7 △ 18.0 24.9 7.4

図 1 平成 6 年を基準とした事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移(平成 6 年＝100)
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2 事業所数

事業所数は、462 事業所で前回に比べ 196 事業所(29.8％)の減少となり、平成 3 年調査

以降連続で減少となっています。

これを卸売業、小売業別に見ると、卸売業は 98 事業所で、前回比べ 30 事業所(23.4％)

の減少、小売業は 364 事業所で、前回に比べ 166 事業所(31.3％)の減少となっています。

なお、平成 26 年調査は、日本標準産業分類の第 12 回改定及び調査設計の大幅変更を

行ったことに伴い、前回の平成 19 年調査と小売業種別の比較ができなくなっています。

表 2 業種別事業所数の推移 (単位：人)

※日本産業分類の改定と調査設計の大幅な変更により、平成 19 年調査との比較ができません。

年

区分 6 年 9 年 14 年 19 年 26 年 前 回

比

構 成

比

総数 830 768 709 658 総数 462 70.2 100.0

卸売業 150 144 147 128 卸売業 98 76.6 21.2

小売業 680 624 562 530 小売業 364 68.7 78.8

各種商品 3 6 2 5 各種商品 2 40.0 0.4

織物･衣服･
身の回り品 101 81 67 73 織物･衣服･

身の回り品
56 76.7 12.1

飲食料品 242 223 187 171 飲食料品 102 59.6 22.1

自動車･自転車 40 39 40 35 機械器具 51 11.0

家具･じゅう器･
機械器具 104 100 107 98 その他 147 31.8

その他 190 175 159 148 無店舗 6 1.3
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3 従業者数

従業者数は、3,121 人で、前回に比べ 706 人(18.4％)の減少となりました。

これを卸売業、小売業別に見ると、卸売業は 591 人で、前回比べ 243 人(29.1％)の

減少、小売業は 2,530 人で、前回に比べ 463 人(15.5％)の減少となっています。

業種別構成比を見ると、卸売業が 18.9％、小売業が 81.1％となっています。小売

業業種別で最も多いのが、飲食料品で 1,050 人 (構成比 33.6％)、続いてその他で（家

具、医薬品等）780 人(構成比 25.0％)です。

なお、平成 26 年調査は、日本標準産業分類の第 12 回改定及び調査設計の大幅変更を

行ったことに伴い、前回の平成 19 年調査と小売業種別の比較ができなくなっています。

表 3 業種別従業者数の推移 (単位：人)

※日本産業分類の改定と調査設計の大幅な変更により、平成 19 年調査との比較ができません。

年

区分 平成 6 年 9 年 14 年 19 年 26 年 前 回

比

構 成

比

総数 3,736 3,605 3,569 3,827 総数 3,121 81.6 100.0

卸売業 840 796 801 834 卸売業 591 70.9 18.9

小売業 2,896 2,809 2,768 2,993 小売業 2,530 84.5 81.1

各種商品 274 288 230 252 各種商品 99 39.3 3.2

織物･衣服･身
の回り品 248 232 198 231

織物･衣服･
身の回り品 224 97.0 7.2

飲食料品 1,064 989 927 1,198 飲食料品 1,050 87.6 33.6

自動車･自転車 224 220 214 194 機械器具 315 10.1

家具･じゅう器･
機械器具 279 295 295 334 その他 780 25.0

その他 807 785 904 784 無店舗 62 2.0

図 5 業種別従業者数構成比
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図 4 従業者数の推移
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4 年間商品販売額

年間商品販売額は 781 億 6,063 万円で、前回調査に比べ 53 億 9,883 万円(7.4％)の

増加となり、過去最高額となりました。

これを卸売業、小売業別に見ると、卸売業は 341 億 8,324 万円で、前回に比べ 28

億 7,487 万円(9.2％)の増加、小売業は 439 億 7,739 万円で、前回に比べ 25 億 2,396

万円(6.1％)の増加となっています。

業種別構成比を見ると、卸売業が 43.7％、小売業が 56.3％となっています。小売

業業種別で最も多いのが、飲食料品の 134 億 4,449 万円 (構成比 17.2％)、続いて機

械器具の 76 億 8,632 万円 (構成比 9.8％)です。

なお、平成 26 年調査は、日本標準産業分類の第 12 回改定及び調査設計の大幅変更を

行ったことに伴い、前回の平成 19 年調査と小売業種別の比較ができなくなっています。

また、秘匿措置により、業種別年間商品販売数構成比は省略します。

表 4 業種別年間商品販売額の推移 (単位：万円)

※日本産業分類の改定と調査設計の大幅な変更により、平成 19 年調査との比較ができません。

年

区分 平成 6 年 9 年 14 年 19 年 26 年 前 回

比

構 成

比

総数 6,994,376 7,110,970 5,827,742 7,276,180 総数 7,816,063 107.4 100.0

卸売業
2,967,385 3,116,379 2,338,647 3,130,837 卸売業 3,418,324 109.2 43.7

小売業 4,026,991 3,994,591 3,489,095 4,145,343 小売業 4,397,739 106.1 56.3

各種商品 618,532 626,697 X 527,170 各種商品 X X X

織物･衣服･身の

回り品
309,519 244,663 180,170 260,127

織物･衣服･身

の回り品
278,775 107.2 3.6

飲食料品 1,143,258 997,350 846,098 1,298,498 飲食料品 1,344,449 103.5 17.2

自動車･自転車 597,263 615,520 X 469,284 機械器具 768,632 9.8

家具･じゅう器･

機械器具
336,076 432,112 298,648 367,864 その他 X X

その他 1,022,343 1,078,249 1,179,147 1,222,400 無店舗 154,438 2.0
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5 地区別概要

地区別では、前回の調査において、常滑地区が各項目ともに全体の 5 割以上を占め

ていました。今回の調査でも、常滑地区が５割前後を占める結果となっています。

また、すべての地区において、事業所数は減少していますが、従業者数・年間商品

販売額については、地区ごとに増減の差が大きくなっています。

表 5 地区別事業所数、従業者数、年間商品販売額の推移

事業所数 従業者数

構成比 前回比 構成比 前回比 構成比 前回比

62 9.4 312 8.2 494,799 6.8

55 8.4 201 5.3 121,441 1.7

102 15.5 560 14.6 1,060,099 14.6

341 51.8 2,381 62.2 5,069,201 69.7

(うち市街地分) (284) (43.2) (1,775) (46.4) (4,050,858) (55.7)

(うちセントレア分) (57) (8.6) (606) (15.8) (1,018,343) (14.0)

72 10.9 270 7.1 387,396 5.3

26 4 103 2.7 143,244 2

658 100.0 3,827 100.0 7,276,180 100.0

56 12.1 90.3 317 10.2 101.6 524,214 6.7 105.9

40 8.7 72.7 108 3.5 53.7 77,871 1.0 64.1

74 16.0 72.5 766 24.5 136.8 1,775,732 22.7 167.5
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図 8 地区別事業所数の推移 図 9 地区別事業所数構成比

図 12 地区別年間商品販売額の推移

図 11 地区別従業者数構成比

図 13 地区別年間商品販売額構成比
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2
1
9

X
4
0
0

無
店

舗
-

-
-

-
-

無
店

舗
-

-
-

-
-

産
業

分
類

産
業

分
類

卸
売

業
卸

売
業

小
売

業
小

売
業

卸
売

業
卸

売
業

小
売

業
小

売
業

卸
売

業
卸

売
業

小
売

業
小

売
業

総
数

総
数

総
数

総
数

総
数

総
数
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事
業

所
数

従
業

者
数

年
間
商

品
販

売
額

そ
の

他
の

収
入

額
売
場

面
積

【
西

　
浦

】
(
人

）
(
万

円
）

(
万

円
）

(
㎡

）
5
1

2
8
1

6
4
2
,
1
2
5

1
,
2
7
8

2
,
0
1
0

1
2

1
5
5

4
7
8
,
5
6
2

-
-

3
9

1
2
6

1
6
3
,
5
6
3

1
,
2
7
8

2
,
0
1
0

各
種

商
品

-
-

-
-

-

織
　
物
・

衣
　
服
・
身
の

回
り
品

5
1
0

3
,
5
4
1

-
3
3
4

飲
食

料
品

1
4

5
4

3
8
,
8
7
0

2
2
5

1
,
1
6
2

機
械

器
具

3
5

X
7
6
0

1
1
9

そ
の
他

1
6

5
5

1
1
7
,
9
6
8

2
9
3

3
9
5

無
店

舗
1

2
X

-
-

【
小

鈴
谷

】
(
人

）
(
万

円
）

(
万

円
）

(
㎡

）
1
6

1
0
2

1
2
8
,
2
5
8

2
3
,
6
4
7

3
1
0

2
8

X
-

-

1
4

9
4

X
2
3
,
6
4
7

3
1
0

各
種

商
品

-
-

-
-

-

織
　
物
・

衣
　
服
・
身
の

回
り
品

1
3

X
-

X

飲
食

料
品

4
2
8

2
2
,
9
2
1

8
7

2
0
8

機
械

器
具

3
1
9

3
9
,
7
8
4

2
3
,
5
4
0

X

そ
の
他

3
5

X
2
0

1
2

無
店

舗
3

3
9

4
8
,
6
9
0

-
-

産
業

分
類

卸
売

業

小
売

業

卸
売

業

小
売

業

総
数

総
数
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付
１

　
全

国
か

ら
み

る
常

滑
の

商
業

(k
㎡

）
構

成
比

(%
)

順
　

　
位

（
人

）
構

成
比

(%
)

順
　

　
位

構
成

比
(%

)
順

　
　

位
（人

）
構

成
比

(%
)

順
　

　
位

（百
万

円
）

構
成

比
(%

)
順

　
　

位
（㎡

）
構

成
比

(%
)

順
　

　
位

全
国

37
7
,9

7
3
.8

9
12

7
,0

94
,7

45
1,

03
9,

07
9

8,
56

9
,6

94
4
78

,8
28

,3
7
4

1
3
4,

85
4
,0

6
3

愛
知

5,
17

2
.9

2
1
.3

7
2
7

7
,4

83
,1

28
5
.8

9
4

5
7,

49
9

5.
53

3
53

0
,6

06
6.

19
 

3
35

,6
73

,7
8
2

7
.4

5 
3

7,
57

2
,6

2
6

5
.6

2
2

5
5
.9

0
0
.0

1
56

,5
47

0
.0

4
46

2
0.

04
3
,1

21
0
.0

4
78

,1
6
1

0
.0

2
6
9
,2

0
2

0
.0

5

常
滑

（全
国

）
（全

国
）

（
全

国
）

（
全

国
）

（
全

国
）

（
全

国
）

1
.0

8 
2
2

0
.7

6 
34

0.
8
0
 

2
4

0
.5

9
3
0

0
.2

2
36

0
.9

1
2
4

（愛
知

）
（
愛

知
）

（愛
知

）
（
愛

知
）

（
愛

知
）

（愛
知

）
（
愛

知
）

（
愛

知
）

（愛
知

）
（
愛

知
）

（
愛

知
）

（愛
知

）

資
料

：
経

済
産

業
省

「
平

成
26

年
商

業
統

計
表

」

　
　

　
 総

面
積

：
国

土
交

通
省

国
土

地
理

院
「
平

成
2
9
年

全
国

都
道

府
県

市
区

町
村

別
面

積
調

」

　
　

　
 総

人
口

：
「平

成
27

年
国

勢
調

査
」

総
　

　
　

　
面

　
　

　
　

積
総

　
　

　
　

　
人

　
　

　
　

　
口

事
　

　
　

業
　

　
　

所
　

　
　

数
従

　
　

　
業

　
　

　
者

　
　

　
数

年
　

間
　

商
　

品
　

販
　

売
　

額
売

　
　

場
　

　
面

　
　

積
(小

売
事

業
所

の
み

)
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付
2

　
愛

知
県

内
市

区
町

村
別

結
果

一
覧

表

H
1
9
比

(
%
)

H
1
9
比

(
%
)

H
1
9
比

(
%
)

順
位

H
1
9
比

(
%
)

H
1
9
比

(
%
)

H
1
9
比

(
%
)

H
1
9
比

(
%
)

順
位

H
1
9
比

(
%
)

県
計

5
7
,
4
9
9

7
1
.
9

5
3
0
,
6
0
6

7
6
.
4

3
5
,
6
7
3
,
7
8
2

8
2
.
1

-
7
,
5
7
2
,
6
2
6

8
9
.
5

高
浜

市
2
8
3

7
2
.
6

2
,
0
2
8

7
1
.
7

4
9
,
2
4
7

7
7
.
0

4
4

4
0
,
2
9
7

9
7
.
5

名
古

屋
市

2
2
,
7
7
7

6
9
.
8

2
3
3
,
5
7
7

7
2
.
9

2
3
,
4
2
8
,
9
0
2

7
7
.
4

1
2
,
4
4
6
,
2
2
8

8
6
.
8

岩
倉

市
2
6
7

6
6
.
4

2
,
1
7
6

7
6
.
5

7
2
,
4
6
0

7
6
.
8

3
7

4
3
,
8
4
2

9
0
.
0

千
種

区
1
,
3
0
0

6
5
.
7

1
0
,
9
6
4

6
8
.
0

7
1
9
,
2
7
8

7
3
.
8

1
4
6
,
9
2
7

7
8
.
8

豊
明

市
3
5
1

6
9
.
4

3
,
4
3
0

7
9
.
9

1
1
7
,
4
6
2

9
1
.
8

2
7

4
4
,
6
4
0

8
6
.
3

東
区

1
,
1
6
9

6
8
.
0

1
4
,
7
6
9

7
2
.
5

2
,
5
5
4
,
2
6
1

7
8
.
3

-
1
0
4
,
4
6
5

7
0
.
3

日
進

市
3
8
8

7
8
.
7

4
,
2
8
5

8
5
.
2

1
1
3
,
5
2
7

6
1
.
4

2
8

7
7
,
9
5
1

1
0
4
.
5

北
区

1
,
2
4
6

6
6
.
8

1
0
,
5
4
9

6
8
.
1

5
3
8
,
1
5
8

8
0
.
2

-
1
1
2
,
3
0
9

8
7
.
7

田
原

市
5
0
3

6
4
.
6

2
,
8
2
5

6
6
.
0

8
6
,
4
1
5

7
7
.
9

3
2

5
2
,
1
7
8

7
1
.
8

西
区

1
,
8
4
0

7
3
.
5

1
9
,
6
6
8

9
1
.
4

1
,
7
2
0
,
4
8
5

1
5
9
.
2

-
1
4
0
,
1
0
4

1
0
4
.
3

愛
西

市
3
1
7

6
7
.
3

2
,
2
8
7

6
9
.
3

5
3
,
1
8
0

8
0
.
3

4
1

4
4
,
0
7
6

9
7
.
2

中
村

区
2
,
5
1
5

6
9
.
7

2
7
,
3
7
8

6
9
.
8

5
,
6
4
3
,
3
9
7

6
0
.
5

-
2
2
3
,
2
7
3

7
2
.
5

清
須

市
5
1
4

7
6
.
9

4
,
5
4
9

9
4
.
1

2
9
9
,
5
1
9

1
9
5
.
5

1
1

3
6
,
6
7
9

6
5
.
8

中
区

3
,
8
8
3

6
9
.
1

4
5
,
0
9
2

6
5
.
5

5
,
9
5
7
,
1
0
1

7
3
.
3

-
3
8
2
,
4
8
5

8
0
.
1

北
名

古
屋

市
5
7
4

7
8
.
0

4
,
8
7
2

7
4
.
3

1
9
0
,
8
9
3

6
5
.
0

1
8

5
3
,
2
1
0

7
3
.
2

昭
和

区
1
,
0
0
0

6
2
.
2

9
,
4
6
7

7
0
.
4

4
8
8
,
7
6
0

8
1
.
1

-
8
9
,
2
1
9

7
7
.
2

弥
富

市
2
9
4

6
9
.
2

2
,
4
7
8

6
9
.
8

1
2
5
,
3
0
8

1
0
4
.
1

2
6

4
2
,
2
0
8

7
2
.
0

瑞
穂

区
8
4
4

6
6
.
7

7
,
4
6
4

8
4
.
0

8
0
0
,
8
0
2

1
5
8
.
6

-
5
7
,
6
4
4

9
3
.
3

み
よ

し
市

2
9
2

9
5
.
7

4
,
6
0
8

1
2
0
.
2

2
3
0
,
0
2
9

1
4
9
.
7

1
6

7
7
,
0
7
4

1
0
8
.
2

熱
田

区
1
,
0
5
0

7
5
.
4

1
3
,
2
8
9

7
9
.
3

1
,
1
2
3
,
3
2
6

8
2
.
9

-
9
3
,
2
4
8

8
9
.
7

あ
ま

市
4
1
1

6
3
.
7

2
,
9
0
8

6
7
.
0

8
5
,
9
2
0

8
0
.
9

3
4

3
4
,
8
5
3

7
1
.
3

中
川

区
1
,
6
2
3

6
8
.
3

1
5
,
8
4
2

8
1
.
1

9
1
1
,
2
8
2

9
4
.
3

-
1
6
8
,
0
4
6

9
3
.
0

長
久

手
市

3
3
6

8
2
.
6

4
,
2
0
4

1
0
0
.
9

1
5
2
,
0
2
1

9
0
.
3

2
2

9
2
,
7
2
5

1
3
0
.
1

港
区

9
6
6

7
1
.
1

9
,
8
7
0

7
3
.
1

6
7
0
,
6
0
8

1
1
9
.
2

-
2
1
0
,
5
4
8

9
1
.
5

南
区

1
,
2
5
6

7
5
.
5

1
0
,
3
1
4

7
9
.
0

4
2
8
,
1
9
4

8
6
.
9

-
1
3
0
,
4
9
3

1
0
1
.
5

東
郷

町
1
7
9

7
4
.
6

1
,
5
0
0

7
4
.
7

3
8
,
8
8
1

9
0
.
2

4
6

2
6
,
9
2
0

9
4
.
2

守
山

区
8
5
9

7
0
.
4

7
,
8
7
3

7
2
.
2

2
8
7
,
7
0
4

8
5
.
1

-
1
3
4
,
2
8
4

9
6
.
3

豊
山

町
2
5
1

8
0
.
2

3
,
5
3
4

8
2
.
8

2
3
7
,
7
6
8

7
7
.
2

1
5

3
6
,
6
0
5

2
3
4
.
5

緑
区

1
,
2
4
4

8
6
.
1

1
3
,
1
8
9

9
2
.
0

4
4
6
,
7
8
6

1
0
1
.
6

-
2
7
6
,
0
9
2

1
2
0
.
8

大
口

町
1
6
9

8
5
.
4

1
,
8
8
9

8
2
.
0

1
8
3
,
4
2
7

8
2
.
3

1
9

3
6
,
4
8
8

8
7
.
7

名
東

区
1
,
0
9
7

6
6
.
4

1
0
,
4
7
6

6
4
.
2

8
2
9
,
6
3
4

6
9
.
7

-
1
0
7
,
1
7
7

7
9
.
1

扶
桑

町
2
1
0

7
7
.
8

1
,
9
5
1

7
3
.
5

4
1
,
9
2
1

9
1
.
0

4
5

5
2
,
7
0
0

8
5
.
7

天
白

区
8
8
5

6
6
.
2

7
,
3
7
3

6
0
.
2

3
0
9
,
1
2
7

8
4
.
0

-
6
9
,
9
1
4

6
2
.
3

大
治

町
1
1
7

6
4
.
3

1
,
0
4
0

7
3
.
9

2
7
,
4
2
6

8
5
.
6

4
9

1
2
,
6
3
8

6
6
.
6

蟹
江

町
2
4
6

6
3
.
9

1
,
7
1
9

6
0
.
8

6
2
,
7
2
9

8
4
.
7

3
9

3
4
,
6
8
0

8
1
.
9

豊
橋

市
3
,
0
4
5

7
1
.
1

2
5
,
2
5
8

7
4
.
2

1
,
2
0
9
,
5
9
3

9
7
.
4

3
3
7
9
,
4
0
5

8
3
.
7

飛
島

村
9
1

1
0
0
.
0

7
9
7

9
4
.
3

7
1
,
0
1
2

8
3
.
9

3
8

4
,
0
3
7

1
1
6
.
3

岡
崎

市
2
,
7
9
1

7
6
.
3

2
2
,
9
0
5

7
8
.
6

8
8
7
,
5
9
3

8
3
.
5

4
4
3
5
,
7
4
7

9
7
.
0

阿
久

比
町

1
9
1

8
4
.
9

1
,
8
0
3

8
7
.
4

5
7
,
6
6
2

1
4
7
.
0

4
0

4
0
,
4
2
2

9
1
.
3

一
宮

市
2
,
5
4
3

6
9
.
8

1
9
,
6
8
8

7
1
.
7

8
0
8
,
7
2
3

9
0
.
0

5
3
6
1
,
5
0
7

8
7
.
6

東
浦

町
2
4
4

7
6
.
3

2
,
5
8
9

7
9
.
4

5
2
,
4
5
6

7
4
.
8

4
2

5
9
,
8
5
6

8
4
.
3

瀬
戸

市
9
5
0

7
4
.
6

6
,
9
8
7

7
6
.
4

1
5
7
,
7
7
3

8
2
.
2

2
1

1
2
5
,
5
9
2

9
2
.
6

南
知

多
町

2
7
7

7
0
.
3

1
,
0
8
9

6
7
.
5

1
7
,
7
0
7

7
8
.
2

5
1

1
4
,
4
0
6

8
0
.
3

半
田

市
9
3
4

7
2
.
7

8
,
4
4
6

7
9
.
2

2
9
6
,
7
7
8

1
0
1
.
9

1
2

1
6
1
,
9
0
5

9
1
.
1

美
浜

町
1
5
4

6
9
.
7

8
8
0

6
2
.
7

1
8
,
5
3
7

9
4
.
3

5
0

2
1
,
4
4
2

9
8
.
6

春
日

井
市

1
,
7
8
9

7
4
.
1

1
7
,
2
6
3

8
2
.
6

6
5
3
,
6
1
7

9
8
.
8

6
2
7
8
,
6
2
8

8
4
.
3

武
豊

町
2
0
3

7
2
.
0

1
,
4
9
4

6
6
.
8

3
0
,
3
0
4

8
0
.
1

4
8

3
2
,
0
4
3

1
0
0
.
6

豊
川

市
1
,
4
3
0

7
3
.
0

1
0
,
0
9
4

7
4
.
8

2
7
0
,
1
1
2

8
3
.
1

1
4

1
8
3
,
4
4
1

8
3
.
4

幸
田

町
1
9
3

7
6
.
0

1
,
5
2
7

8
1
.
6

3
8
,
6
0
2

8
9
.
7

4
7

4
2
,
5
2
6

1
1
5
.
3

津
島

市
5
7
8

7
0
.
0

4
,
1
6
3

7
5
.
7

1
3
8
,
1
6
5

1
0
3
.
5

2
3

6
5
,
4
9
7

7
3
.
6

設
楽

町
6
1

6
9
.
3

2
2
3

7
1
.
9

3
,
0
2
9

9
0
.
9

5
2

6
,
2
6
2

1
1
8
.
6

碧
南

市
6
2
2

7
5
.
1

3
,
7
6
2

7
0
.
4

1
0
3
,
8
1
1

8
9
.
8

3
0

6
4
,
5
9
9

9
4
.
4

東
栄

町
4
9

5
5
.
7

1
7
1

5
1
.
2

2
,
2
8
4

7
3
.
4

5
3
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付３ 商業統計調査規則

昭 和 27 年 8 月 13 日

通商産業省令第 60 号

最終改正年月日:平成 26 年 4 月 21 日

経済産業省令第 21 号

（省令の目的）

第 1 条 統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「法」という。）第 2 条第 4 項に規定する基幹統計で

ある商業統計を作成するための調査（以下「商業調査」という。）の施行は、この省令の定めるとこ

ろによる。

（調査の目的）

第 2 条 商業調査は、商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とす

る。

（調査の周期及び期日）

第 3 条 商業調査は、経済センサス活動調査（経済センサス活動調査規則（平成 23 年総務省・経済産

業省令第 1 号）第 1 条に規定するものをいう。）を実施する年の 2 年後の 7 月 1 日現在によって行う。

（調査の範囲）

第 4 条 商業調査は、法第 2 条第 9 項に規定する統計基準である日本標準産業分類に掲げる「大分類 I
－卸売業、小売業」に属する事業所（以下「調査事業所」という。）について行う。ただし、次項に

規定する警戒区域等をその区域に含む調査区分にある事業所（避難解除等区域（福島復興再生特別

措置法（平成 24 年法律第 25 号）第 4 条第 5 号に規定する避難解除等区域をいう。）にある事業所を

除く。）又は国及び地方公共団体に属する事業所については、この限りではない。

2 前項ただし書に規定する「警戒区域等」とは、東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北

地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以下同じ。）に関して原子

力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）第 15 条第 3 項又は第 20 条第 2 項の規定により

内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長（同法第 17 条第 1 項に規定する原子力災害対策本部長をい

う。）が市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）又は都道府県知事に対して行った次の各号に掲

げるいずれかの指示の対象となった地域をいう。

一 原子力災害対策特別措置法第 28 条第 2 項の規定により読み替えて適用される災害対策基本法

（昭和 36 年法律第 223 号）第 63 条第 1 項の規定による警戒区域の設定を行うことの指示

二 住民に対し避難のための立退きを行うことを求める指示、勧告、助言その他の行為を行うこと

の指示

第 5 条 削除

第 6 条 商業調査は、次に掲げる事項について行う。ただし、新たに設立された事業所にあっては、

第 7 号から第 17 号までの事項については、調査を行わない。

一 事業所の名称及び電話番号

二 事業所の所在地

三 経営組織及び資本金額又は出資金額

四 本店又は支店の別並びに本店の所在地及び電話番号

五 事業所の開設時期

六 従業者数

七 年間商品販売額及びその他の収入額

八 年間商品販売額の販売方法別割合

九 年間商品販売額のうち小売販売額の商品販売形態別割合

十 営業形態

十一 売場面積

十二 営業時間

十三 来客用駐車場の有無及び収容台数

十四 経営形態

十五 年間商品仕入額の仕入先別割合

十六 年間商品販売額のうち卸売販売額の販売先別割合
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十七 企業の事業所数等

イ 商業事業所数

ロ 従業者数

ハ 年間商品販売額

二 年初及び年末商品手持額

ホ 年間商品仕入額

ヘ 電子商取引の有無及び年間商品仕入額・年間商品販売額に占める割合

（調査票の様式）

第 7 条 商業調査は、経済産業大臣が定める様式による商業調査票（以下「調査票」という。）によっ

て行う。

2 経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。

（報告義務）

第 8 条 調査事業所の管理責任者（以下「調査事業所の報告義務者」という。）は、調査票に掲げる事

項について、報告しなければならない。ただし、二以上の事業所を有する個人又は法人その他の団

体（以下「本社一括調査企業」という。）に属する調査事業所（新たに第 9 条に規定する準備調査に

より把握された事業所を除く。）にあっては、本社等一括調査企業を代表する者（以下「本社等一括

調査企業の報告義務者」という。）が一括して報告しなければならない。

（準備調査）

第 9 条 都道府県知事は、調査を受ける調査事業所を確定するため、商業調査の実施に先立つて第 17
条第 1 項に規定する商業調査員に準備調査を行わせ、経済産業大臣が定める様式により、準備調査

により作成された名簿（以下「準備調査名簿」という。）一部を市町村長の定める日までに作成させ

なければならない。ただし、指定地域（東日本大震災の影響により商業調査の実施に大きな支障が

生じている地域として経済産業大臣の定める地域をいう。以下同じ。）については、経済産業大臣が

準備調査名簿を作成するものとする。

2 経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。

（調査の方法）

第 10 条 商業調査は、第 17 条第 1 項に規定する商業調査員が調査事業所の報告義務者に配布する調

査票によって行う。ただし、指定地域内にある事業所（本社等一括調査企業に属する事業所を除く。）

及び本社等一括調査企業に対する調査は、経済産業大臣がそれぞれ指定地域内にある事業所の報告

義務者又は本社等一括調査企業の報告義務者に配布する調査票によって行う。

2 調査事業所の報告義務者が調査票の配布を受けなかつたときは、その調査事業所の所在地を管轄す

る市町村長に、本社等一括調査企業の申告義務者が調査票の配布を受けなかつたときは、経済産業

大臣にその旨を申し出て配布を受けなければならない。ただし、指定地域内にある事業所の報告義

務者及び本社等一括調査企業の報告義務者が調査票の配布を受けなかったときは、経済産業大臣に

その旨を申し出て配布を受けなければならない。

（調査票の提出）

第 11 条 調査事業所の報告義務者は、調査票一部に所定の事項を記入し、記名した上、これを市町村

長の定める日までに第 17 条第 1 項に規定する商業調査員に提出しなければならない。ただし、指定

地域内にある事業所の報告義務者及び本社等一括調査企業の報告義務者は、調査票に所定の事項を

記入し、これに記名して、経済産業大臣の定める日までに経済産業大臣に提出しなければならない。

2 前項本文の規定により調査票の提出を受けた商業調査員は、当該調査票を当該商業調査員の第 17
条第 3 項に規定する担当調査区を管轄する市町村長に提出しなければならない。

3 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成 14 年法律第 151 号）第 3 条第 1 項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して調査事業所の報告義務者が調査票を提出

する場合は、経済産業省の所管する法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する

法律施行規則（平成 15 年経済産業省令第 8 号）第 3 条第 3 項の規定は、適用しない。

第 12 条 市町村長は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）内の準備調査名簿及び調査票を整理した

上、審査し、都道府県知事の定める日までに都道府県知事に提出しなければならない。

第 13 条 都道府県知事は、市町村長から提出された準備調査名簿及び調査票を整理した上、審査し、

経済産業大臣に対しその定める期限までに提出しなければならない。

2 経済産業大臣は、前項の規定により提出された調査票の内容を記録した電磁的記録（電子的方法、

磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）及び同項の規定により提出された調査票の内容を記録した電磁的記録を作成し、当該準備調査
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名簿及び調査票に記載された調査事業所の所在地を管轄する都道府県知事に送付する。

3 都道府県知事は、前項の規定により送付された準備調査名簿の内容を記録した電磁的記録を市町村

別に整理した上、保存し、当該準備調査名簿に記載された調査事業所の所在地を管轄する市町村長

に送付しなければならない。

（電磁的記録による提出）

第 13 条の 2 第 11 条第 1 項ただし書の規定による調査票の提出は、第 8 条ただし書の規定によ報告

告すべきこととされている事項を調査票の様式に準ずる様式により記録した電磁的記録を提出する

ことにより行うことができる。

（事故の場合の措置）

第 14 条 市町村長は、天災事変その他避けることのできない事故のため、第 12 条に規定する都道府

県知事の定める日により難いときは、直ちに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。

2 前項の規定による報告があつた場合には、都道府県知事は、直ちに、その旨を経済産業大臣に報告

しなければならない。

3 前項の規定による報告があつた場合には、経済産業大臣は、第 13 条第 1 項に規定する期限を、第

1 項の報告を行つた市町村の地域に限り、別に定めることができる。

第 15 条 削除

第 16 条 削除

（統計調査員）

第 17 条 商業調査の事務に従事させるため、統計法第 14 条に規定する統計調査員として都道府県に

設置されるものは、次項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる者を

除く。以下「商業調査指導員」という。）及び第 4 項に規定する事務を適正に執行する能力を有する

者（次の各号に掲げる者を除く。以下「商業調査員」という。）とする。

一 国税徴収法（昭和 34 年法律第 147 号）第 2 条第 11 号に規定する徴収職員又は地方税法（昭和 25
年法律第 226 号）第 1 条第 1 項第 3 号に規定する徴税吏員

二 警察法（昭和 29 年法律第 162 号）第 34 条第 1 項に規定する警察官又は同法第 55 条第 1 項に規

定する警察官

2 商業調査指導員は、市町村長の調査実施上の指導を受けて、商業調査員に対する指導、調査票その

他の調査関係書類の検査及びこれらに附帯する事務を行う。

3 商業調査員は、市町村長から指定された調査区（以下「担当調査区」という。）を担当する。

4 商業調査員は、市町村長の調査実施上の指導及び商業調査指導員の指導を受けて、担当調査区内に

ある調査事業所（本社等一括調査企業に属する調査事業所を除く。）に係る調査票の配布及び取集、

調査関係書類の作成その他これらに附帯する事務を行う。

第 18 条 削除

第 19 条 削除

（集計及び公表）

第 20 条 経済産業大臣は、調査票を審査した上、集計し、その結果を速やかに公表する。

第 21 条 削除

（調査票等の保存期間）

第 22 条 経済産業大臣の保存する準備調査名簿及び調査票の保存期間は 5 年とし、経済産業大臣の保

存する集計表の保存期間は 10 年とする。

2 都道府県知事及び市町村長の保存する準備調査名簿を収録した電磁的記録並びに都道府県知事の

保存する調査票を収録した電磁的記録の保存期間は 5 年とし、経済産業大臣の保存する調査票及び集

計表を収録した電磁的記録は永年保存とする。

附則

1 この省令は、公布の日から施行する。

2 平成 26 年に実施す商業調査（以下「平成 26 年調査」という。）においては、統計法第 2 条第 4 項

に規定する基幹統計である経済構造統計を作成するための調査と共通の準備調査名簿及び調査票様

式を用いて同時に実施することとする。

3 平成 26 年調査においては、経済センサス基礎調査規則（平成 20 年総務省令第 125 号）第 15 条第

3 項の規定により都道府県知事が総務大臣に提出した調査票（同規則第 15 条第 1 項の規定により統

計調査員が取集した調査票に限る。）及び調査区内事業所名簿その他の関係書類は、この省令による

改正後の商業統計調査規則第 13条第 1項のきていにより経済産業大臣に提出した調査票及び準備調

査名簿とみなす。
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4 前項の規定により経済産業大臣に提出したものとみなされた調査票及び準備調査名簿については、

この省令による改正後の商業統計調査規則第 22 条第 1 項の規定は、適用しない。
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